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筑波大学―1頁 

２．大学の将来構想 

＜本学の将来構想の方向＞ 

本学では、平成13年度に、学長を委員長とする｢将

来設計検討委員会｣を設け、全学的な将来設計をスター

トさせ、本学の使命を｢知の創出と知的サービスを通し

て社会の発展に貢献すること｣と謳った中間報告を出

した。平成14年度には、6つの専門委員会を設置し、企

画評価システムの構築、研究教育拠点の形成、新大学

院研究科・専攻の設置、等について具体的な構想を固

めている。 

＜世界的な研究教育拠点の形成に係る大学づくり＞ 

(1)平成15年度概算要求において、数理物質科学、シス

テム情報工学、生命環境科学の3研究科で入学定員増を

要求しており、博士課程研究科の一層の充実を図りな

がら、これらの分野における高度な研究教育拠点の形

成を目指す。 

(2)研究教育拠点の形成においては、筑波研究学園都市

環境を生かし、産学官の連携を積極的に活用していく。 

(3)独立修士課程の9研究科については、教育組織のあ

り方を抜本的に見直す再編を計画している。 

(4)教員人事については、人事の流動化を図るため、基

礎医学系、先端学際領域研究センター、及び遺伝子実

験センターにおいて、すでに任期制を導入している。

更に、教員採用時の公募制の徹底と全学的規模での任

期制の導入を検討している。画一的人事ではなく、研

究に専従する教員、教育業績を中心に評価・採用する

教員等、多様な人事配置を行うことで研究教育の効率

化・活性化を図る。 

(5)学生と院生の教育においては、外国人留学生教育、

企業科学専攻(東京地区)等における社会人再教育、他

大学から博士後期課程への編入などを一層推し進める。

また、外国人教員、外国人研究者、企業経験者等を研

究教育に積極的に参加させることにより、教育組織を

多様化・国際化する。国際的で広い視野の下での院生

教育を行うことができ、院生に対する研究指導体制を

強化して、将来有為な人材として活躍できる創造性の

ある研究者養成を行う。 

３．学長を中心としたマネジメント体制   

＜学長を中心とするマネジメント体制＞ 

本学の学長を中心とするマネジメント体制は、学長、

副学長5人、企画調査室長、事務局長、事務局次長で構

成されており、毎週開催される学長・副学長会議及び

同懇談会等の緊密な連絡体制により、教育と研究を全

学的に支援する体制が確立されている。副学長として

は教育担当、研究担当の他に、総務・財務担当、学生

生活・施設担当、医療・人事担当が配置されており、

学長のリーダーシップの下に、様々な面から研究教育

拠点形成への重点的支援を実行する。国立大学法人化

後のマネジメント体制は、学長・副学長らで構成され

る役員会が中心となる。 

＜研究教育拠点形成への支援施策＞ 

研究教育拠点の形成に対して、担当副学長が所掌す

る審議会・委員会での審議を経て、以下のような支援

を行う。なお、法人化後には業績評価室を設置し、全

学的な評価機能を持たせることを計画しており、研究

教育拠点の評価についても業績評価室で行う。 

(1)学内予算措置 

研究教育拠点形成に際しては、全学的な見地から、

教育研究基盤校費、教育改善推進費(学長裁量経費)、

外部の競争的資金に係る間接経費等の配分において、

研究教育拠点一層重点的に支援する。 

(2)施設・スペースの優先利用 

博士課程研究科の改組再編に伴って現在建築中の

総合研究棟Ａ棟(9,100㎡)とＢ棟(17,300㎡)、建築計画

中のＤ棟(14,680㎡)の20％を共用スペースとして確保

し、研究教育拠点形成のための研究に優先的に利用さ

せる。 

(3)教員の重点配置 

本学は教員配置を評議会のもとにある人事委員会

において一元管理している。これまで研究組織の若手

研究者支援、あるいは先進的なプロジェクト研究支援

のため、3年～7年の期限付きで研究に専従する教員を

配置してきた。この教員特別配置の制度を研究教育拠

点形成において積極的に活用し、研究専従の教員を研

究教育拠点に重点的に配置する。 

(4)業務軽減措置 

拠点リーダーなどが研究教育拠点形成に専念でき

るよう、学士課程での授業や学内各種委員などの業務

を軽減する。また、法人化後は、研究教育の職務内容

に応じて教員の勤務形態を柔軟に扱い、研究教育拠点
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において若手研究者が研究に専念できる体制を作る。 

(5)研究情報システムの整備 

外部資金情報、国際的研究情報、全学教官の研究教

育活動情報のデーターベース化、文献情報サービスや

オンラインジャーナルの一層の整備などにより、研究

教育の効率化を支援する。 

３．達成状況及び今後の展望 

２１世紀ＣＯＥプログラムに対する重点的支援を

含め、教育研究の質の向上に資する拠点形成活動が持

続的に展開される体制・システムを以下のとおり整備

してきた。 

１）博士課程研究科の専攻再編等により、教育研究体

制の不断の充実に努めるとともに、立地特性を活かし

て、筑波研究学園都市にある研究機関と協力して連携

大学院を質・量ともに拡充した。（数理物質科学研究

科後期課程に、物質・材料研究機構の研究者が中心と

なって運営する物質・材料工学専攻が、生命環境科学

研究科後期課程に、農業・食品産業技術総合研究機構

の研究者が中心となって運営する先端農業技術科学専

攻が新設された。） 

２）教員定員の流動化、重点戦略経費の配分、共用ス

ペースの確保など戦略的な資源配分の仕組みを整え、

２１世紀ＣＯＥプログラムに重点配分するとともに、

進捗状況管理と評価を徹底した。（教育研究基盤校費、

教育改善推進費(学長裁量経費)、外部の競争的資金に

係る間接経費等の配分において、研究教育拠点の形成

を重点的に支援するとともに、総合研究棟Ａ棟(9,100

㎡)、Ｂ棟(17,300㎡)、Ｄ棟(14,680㎡)及び体育総合実

験棟(3,508㎡)のそれぞれ20％を全学共用スペースと

して確保し、研究教育拠点形成のために優先的に割り

当て、特別教員配置制度を活用し、5年期限の研究専従

教員を配置した。） 

法人化を機に大学改革をさらに加速し、全学レベル

での企画立案機能の強化、教員定員の流動化や重点戦

略経費の確保による戦略的資源配分システムの構築、

教員評価システムとテニュア・トラック制をはじめと

する新たな人事制度の導入などの基盤的整備を進める

とともに、任期制拡大やキャリアステージに応じた研

究支援策等、人事・評価と研究支援を両輪とする教員

育成を推進した。さらに目指すべき大学像とそれを実

現するための総合的な戦略体系として「筑波大学２０

２０ビジョン」の策定に着手し、平成19年度内に学内

外に明示することとしている。 

 

以上を踏まえ、本学が、国際的かつ多様なフィール

ドで活躍できる人材の育成と高度な学術的成果の持続

的創出を促進し得る新たな教育研究システムを確立す

るため、学長を機構長とする「戦略イニシアティブ推

進機構」を今年度発足する。 

 同機構は、優れた研究実績と一定以上の研究基盤（教

員数、研究資金）を有する研究グループをトップダウ

ンにより「戦略イニシアティブ」として選定し、将来

的に研究科・専攻・センター等の改組・再編の核とな

って、本学の特色を活かした学際融合性をなどを有し、

世界最高レベルの新たな研究教育領域を開拓する拠点

に成長させることを目的とする。 

 また、戦略イニシアティブに至る萌芽的研究を「プ

レ戦略イニシアティブ」として位置づけ、「戦略イニ

シアティブ」に強化育成する機能も併せ持つ。 

 機構においては、「戦略イニシアティブ」及び「プ

レ戦略イニシアティブ」（以下「イニシアティブ等」

という。）に戦略的資源（教員の重点配置、学内予算

の重点配分、研究スペースの優先利用）を研究内容に

応じて投入するとともに、国際関連業務等を支援する

専用の事務組織を設け、全学的な支援を行っていく。 

 各々のイニシアティブ等には、学外者が過半数を占

める評価委員会を設置し、候補の選定、評価を行うと

ともに、機構全体で推進委員会を設置し、イニシアテ

ィブ等の選定、イニシアティブ等の計画実施状況につ

いての評価・助言・指導、戦略イニシアティブを核と

した研究科、専攻、センター等の改組・再編に関する

指導助言等を行う。
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筑波大学（Ｂ０３）―1頁 

２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１４年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 筑波大学 学長名 岩崎洋一 拠点番号 B03 

１．申請分野 Ａ<生命科学>   Ｂ<化学・材料科学>   Ｃ<情報・電気・電子>   Ｄ<人文科学>   Ｅ<学際・複合・新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 
未来型機能を創出する学際物質科学の推進 

(Promotion of Creative Interdisciplinary Materials Science for Novel Functions) 

    研究分野及びキーワード <研究分野:材料工学> (機能性高分子化学) (超分子) (新機能材料) (ナノ物性) (電気・磁気デバイス) 

３．専攻等名 
数理物質科学研究科物性・分子工学専攻、化学専攻、電子・物理工学専攻、物質創成先端科学
専攻、物質・材料工学専攻 

４．事業推進担当者           計 ３４ 名 

ふりがな<ローマ字>

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 現在の専門 
学 位 

役割分担 
(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  

(拠点リーダー) 
Kadowaki Kazuo 

門脇 和男 
Akagi    Kazuo 
赤木 和夫(H18.1.31転出) 
Nagasaki Yukio 
長崎 幸夫(H18.2.27交替) 
Miyazaki Shuichi 

宮崎 修一 
Suzuki Hiroaki 

鈴木 博章 
Sekiguchi Akira 

関口 章 
Akasaka Takeshi 

赤阪 健 
Kitagawa Hiroshi 

北川
きたがわ

宏
ひろし

(H15.4.30転出) 
Murakami Koichi 

村上 浩一 
Shigekawa Hidemi 

重川 秀実 
Chichibu Shigefusa 

秩父 重英 
Nabeshima Tatsuya 

鍋島 達弥 
Oshio    Hiroki 

大塩 寛紀 
Kobayashi Masami 

小林 正美 
Mizubayashi Hiroshi 

水林 博 
Sumi   Hitoshi 

住  斉(H18.3.31退職) 
Kojima   Seiji 

小島 誠治 
Ohshima  Ken-ichi 

大嶋 建一 
Arima   Takahisa 

有馬 孝尚(H16.6.30転出) 
Kuroda   Shinji 

黒田 眞司(H16.7.1追加) 
Nakamura Junji 

中村 潤児 
Tomishige Keiichi 

冨重 圭一 
Hosomi  Akira 

細見 彰(H18.3.31退職) 
Fujisawa  Kiyoshi 

藤澤 清史 
Arai     Tatsuro 

新井 達郎 
Yatagai   Toyohiko 

谷田貝 豊彦 
Akimoto  Katsuhiro 

秋本 克洋 
Kita      Eiji 

喜多 英治 
Yamabe  Kikuo 

山部  紀久夫 
Hattori  Toshiaki 

服部 利明 
Kigoshi   Hideo 

木越 英夫(H15.6.1交替) 
Shimizu  Toshimi 
清水 敏美(H18.1.1追加) 
Hono    Kazuhiro 
宝野 和博(H18.1.1追加) 
Kitajima Masahiro 
北島 正弘(H18.1.1追加) 

 
数理物質科学研究科 
物性・分子工学専攻・教授 
数理物質科学研究科 
物性･分子工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
物性･分子工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
物性･分子工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
物性･分子工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
化学専攻･教授･専攻長 
数理物質科学研究科 
化学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
化学専攻･助教授 
数理物質科学研究科 
電子･物理工学専攻・教授 
数理物質科学研究科 
電子･物理工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
電子･物理工学専攻･助教授 
数理物質科学研究科 
物質創成先端科学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
物質創成先端科学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
物質創成先端科学専攻･助教授 
数理物質科学研究科 
物性･分子工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
物性･分子工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
物性･分子工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
物性･分子工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
物性･分子工学専攻･助教授 
数理物質科学研究科 
物性･分子工学専攻･助教授 
数理物質科学研究科 
物性･分子工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
物性･分子工学専攻･助教授 
数理物質科学研究科 
化学専攻･客員教授 
数理物質科学研究科 
化学専攻･助教授 
数理物質科学研究科 
化学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
電子･物理工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
電子･物理工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
電子･物理工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
電子･物理工学専攻･教授 
数理物質科学研究科 
電子･物理工学専攻･助教授 
数理物質科学研究科 
化学専攻・教授 
数理物質科学研究科 
連携大学院･教授・産業技術総合研究所
数理物質科学研究科 
連携大学院･教授・物質・材料研究機構
数理物質科学研究科 
連携大学院･教授・物質・材料研究機構

 
超伝導材料物性 
理学博士 
高分子化学 
工学博士 
高分子化学 
工学博士 
金属工学 
工学博士 
生体工学 
工学博士 
有機金属化学 
理学博士 
反応有機化学 
理学博士 
錯体化学 
理学博士 
電子物性工学 
工学博士 
ﾅﾉｻｲｴﾝｽ 
工学博士 
半導体工学 
博士(工学) 
超分子化学 
工学博士 
錯体化学 
理学博士 
生体物質工学 
工学博士 
材料科学 
工学博士 
化学物理 
理学博士 
誘電体工学 
理学博士 
回折結晶学 
理学博士 
材料科学 
博士(理学) 
半導体材料工学 
理学博士 
表面化学 
理学博士 
触媒化学 
博士(理学) 
有機合成化学 
工学博士 
生物無機化学 
博士(工学) 
光化学 
理学博士 
光ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 
工学博士 
半導体材料工学 
理学博士 
磁性材料 
工学博士 
電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ 
工学博士 
量子光学 
理学博士 
生物有機化学 
理学博士 
有機ナノ工学 
工学博士 
金属材料工学 
Ph.D 
フェトム秒光学 
理学博士 

 
21世紀COEプログラムの統括 
融合電子物性コア、研究戦略室 
機能性高分子コア、研究戦略室 
 
機能性高分子コア、研究戦略室 
 
ハイブリッド機能化コア、研究戦略室 
 
ハイブリッド機能化コア、研究戦略室 
 
物質変換コア、研究戦略室 
 
物質変換コア、研究戦略室 
 
機能性高分子コア、研究戦略室 
 
ナノ組織機能化コア、研究戦略室 
 
量子制御･計測コア、研究戦略室 
 
融合電子物性コア、研究戦略室 
 
物質変換コア 
 
機能性高分子コア 
 
ハイブリッド機能化コア 
 
ナノ組織機能化コア 
 
ハイブリッド機能化コア 
 
融合電子物性コア 
 
量子制御･計測コア 
 
融合電子物性コア 
 
融合電子物性コア 
 
ハイブリッド機能化コア 
 
ハイブリッド機能化コア 
 
物質変換コア 
 
機能性高分子コア 
 
物質変換コア 
 
量子制御･計測コア 
 
量子制御･計測コア 
 
ナノ組織機能化コア 
 
ナノ組織機能化コア 
 
量子制御･計測コア 
 
物質変換コア 
 
機能性高分子コア 
 
量子制御･計測コア 
 
ナノ組織機能化コア 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ４ １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ 合  計 

交付金額(千円) 150,000 133,000 128,000 
117,000 

（11,700） 

108,170 

（10,817） 
636,170 



 
 

様式２ 
【公表用】 

６．拠点形成の目的 

今日の我が国における高度に発達した情報化社会

は、その根幹において物質科学の発展により生み出さ

れた様々な機能材料とそれを活用する高度な技術力

によって支えられている。この中心となる我が国の物

質科学の学術的な水準が世界的に極めて高いことは、

白川英樹名誉教授（筑波大学）の2000年、それに続く

野依良治教授（名古屋大学）の2001年ノ－ベル化学賞

の受賞が如実に示している。このような高い水準にあ

る物質科学を将来に向けさらに大きく飛躍させるこ

とが我が国の発展において極めて重要であり、近未来

における我々に課された重大な使命である。筑波大学

は開学以来30年にわたり、物質工学系を中心として我

が国の物質工学の創設、発展に貢献してきた。白川教

授の導電性高分子の発明に端を発する機能性高分子

材料や、反応場の概念を導入した材料合成技術の新し

い展開はその代表例であり、本拠点形成で中心となる

物質工学系は学際的物質科学研究において高い研究

ポテンシャルを築いており、物質工学分野の論文引用

率は全国１位（2000年度学術月報）となっている。本

拠点の特色は、このような筑波大学における物質科学

の高いポテンシャルを活用し、さらに高い水準に引き

上げ、学際物質科学研究センタ－と共に（平成15年度

概算要求中）、物質科学における世界的な研究教育拠

点形成を目指すことにある。 

近年、研究組織間のグローバルな競争は激しく、基

盤、展開、応用研究が融合的に同時進行している。各

研究段階では未踏分野の開拓と関連研究の迅速な推

進が必須になっており、世界的に見てもニーズに立脚

し、シーズを育成した分野では強い競争力を発揮して

いる。このように産業界においては、物質創成や機能

創出に基づくデファクトスタンダードの獲得が強く

求められている。これを実現するためには中・長期的

視野に立ち、物質科学の未踏領域に果敢に挑戦し、新

たなブレークスルーをもたらす必要があり、工学や理

学の領域を超えた多分野を連結融合した新たな学際

的物質科学研究が必須になる。前述のように、我が国

における物質科学は国際的に高い水準にあり、現代社

会の繁栄の根幹をなすと同時に、社会の基盤を形成し、

未来を担う重要な分野となっている。 

本拠点は、本学における物性・材料工学や物質化学

など、工学と理学にわたる４専攻、すなわち、物性・

分子工学専攻（物質工学系に対応）を中心とし、化学

専攻、電子・物理工学専攻、物質創成先端科学専攻を

融合し、３研究部門６研究コアに結集し、新物質の開

拓を目指し、物質開発、物性評価、応用開発の各研究

領域において突出した高い研究ピ－クを一丸となっ

て実現し、数理物質科学研究科として一層の充実・発

展を図るものである。 

上記の目的を達成するため、特に優れた研究実績を

有しており、未来型機能創出の世界的拠点として期待

される研究分野に３研究部門６研究コアを置く。すな

わち、新物質創成部門（「機能性高分子コア」、及び

「物質変換コア」）、融合物性部門（「融合電子物性

コア」、及び「ハイブリッド機能化コア」）、ナノ制

御部門（「ナノ組織機能化コア」、及び「量子制御・

計測コア」）を設置し、研究者と大学院生、ポスドク

が各コアの戦略目標達成に向けて有機的に結集し、一

体化した新しい研究体制を構築する。（各研究部門及

び各コア間の連携融合の説明は７-1を参照）。これら

の研究部門、研究コアは国際競争力を充実し、世界規

模にわたる情報交換のため国外の高い研究水準を持

つ研究拠点と共同研究や大学間交流協定を通して有

機的に連結し、研究者や大学院生の相互交流やセミナ

－、国際会議など人的交流を促進する。このような研

究体制を包括的に維持推進するため、「研究戦略室」

を置き、戦略的学際研究体制を構築する。また、本拠

点形成においては、将来、この分野における世界的な

研究リ－ダ－となりうる若手研究者や技術者の育成

という大学院の重大な使命がある。これを実現するた

めには、優れた研究リ－ダ－と充実した研究環境、及

び効率的な研究支援体制、さらに研究内容や研究活動

等に関する厳正かつ公平な評価が必須であり、この体

制を確保することも「研究戦略室」の重要な任務の一

つである。このように、戦略的学際研究体制をとり、

研究教育活動のあらゆる側面を総合的に整備するこ

とによって理想的な研究教育環境を醸成し、世界に冠

たる研究成果を実現する研究拠点の形成を目指す。こ

のような戦略的な学際物質に関する研究教育体制は

世界的にも他に例を見ないものである。 

本研究拠点は、未来型物質の創成により物質科学の

概念を一新するとともに、展開・応用の推進により、

ブレ－クスル－をもたらす高い研究ピ－クを達成し、

かつ、開かれた先進的な運営体制によって若手研究者

に格好の活躍の場（スク－ル）を提供するものである。

これらの研究教育活動を通じて、学際物質科学におけ

る次世代を担う若手研究者を育成し、かつ、社会の要

請に合致した未来型機能を有する新しい物質を創出

し、我が国の起業や産業の発展に貢献し、豊かな国際

社会の形成と発展に資することが期待できる。 
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７．研究実施計画 

７－１ 研究拠点形成実施計画 

本研究拠点形成に当たり、研究教育活動を期間中に

円滑かつ効果的に実行するため、研究戦略室を設置す

ると共に、３研究部門６研究コアを配置し、国際的に

一段と高い研究ピークの形成を強力に推進する。研究

戦略室は、下記のように各研究部門・研究コアにおけ

る研究上のあらゆる問題を総合的に扱うとともに連

結を促進し、未来型機能を創出する学際物質科学の世

界的研究拠点の形成を積極的に牽引する。各研究部

門・研究コアにおいては、未来型機能を発現する新物

質の創出へ向けて、これまでの高い研究ポテンシャル

を十分に活用し、有益な着想を研究戦略室で検討し、

発展させていく。特に若手研究者の育成に配慮し、特

定の領域設定により研究の進展が阻害されないよう、

研究の進捗状況によっては研究領域の移行や新設に

も柔軟に対応する。 

新物質創成部門： 

（機能性高分子コア）：導電性高分子の機能を更に発

展させ、磁性、発光特性に加えて、液晶性や外場応答

性を有する新規共役系高分子を合成・開発すると共に、

新たな伝導機能物質の創成ならびに人工生体システ

ムへの挑戦などに取り組み、物質創成へ向けての新概

念構築の基盤形成を目指す。 

（物質変換コア）：分子間相互作用、ならびに分子認

識力を利用して化学反応を制御する画期的なアイデ

ィアにより、分子認識による知的分子の創成、光複合

機能物質の開発、有機・無機の自在の組み合わせによ

る未来型新物質群創出など、物質変換のブレ－クスル

－を目指す。 

融合物性部門： 

（融合電子物性コア）：誘電体、磁性体、超伝導体な

ど従来機能物質として個別に扱われてきた物質群を

統一した新物質の合成をめざす。画期的な新現象の発

現とその機能を解明する。高温超伝導体によるTHz波

の発振、新超伝導体の創成、格子歪や揺らぎ誘起新機

能材料など、新しい電子機能物質群の開発を推進する。 

（ハイブリッド機能化コア）：半導体技術と化学・金

属工学融合による化学実験室のﾏｲｸﾛﾁｯﾌﾟ化や形状記

憶機能のﾏｲｸﾛﾃﾞﾊﾞｲｽ化、理学と工学の連携による生体

物質の機能解明と人工機能化への挑戦、エネルギー・

環境課題へ向けての新ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ触媒の開発など、異分

野融合によるシステム機能の高度化を目指す。 

ナノ制御部門： 

（ナノ組織機能化コア）：機能的ナノ構造体の創成と

機能制御法の開発を目指し、半導体ナノ粒子、磁性ナ

ノ粒子などの新しいナノ機能の創出、固体内励起場の

発現による動的ナノ機能の導出、学習機能等を発現す

る斬新なデバイスの実現、単電子デバイス等の原子レ

ベルで制御できるデバイス等の開発を推進する。 

(量子制御・計測コア）：新しいナノ構造体の原子・

分子レベルでの量子マニュピュレーション法の開発、

光・電子融合高機能材料・デバイス技術の開発、フェ

ムト秒量子光学の推進、量子コヒーレンス制御等、量

子効果による新機能追求と応用展開、および最先端計

測法の開発を推進する。 

研究戦略室 

未来型機能を創出する学際物質科学の推進には、異

分野融合によるメリットを十分引き出せるよう、総合

的研究企画を戦略的に行うことが重要である。そのた

め、研究戦略室では、基盤、展開、応用研究が融合的

に同時進行する研究体制を維持する総合的研究計画

の立案を行う。具体的には、長期的展望に立脚した予

算の立案と計画的運用、研究成果の公表、評価、資源

の効率的配分や利用、人材の効果的活用および確保・

育成、外交交渉などを総括的に行い、各研究部門・コ

ア間の研究教育、及び国外の研究機関との連携が円滑

に行われ、学際物質科学の高い研究ピ－クを形成する

ための役割を果たす。また、外国研究機関やつくば地

区の研究組織との有機的な連携の推進も担う。 
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研究戦略室の概要 
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８．教育実施計画 

 大学が活力ある研究活動を維持・発展させるために

は大学院生、ポスドク、若手研究員などの２０代から

３０代の研究者による固定観念にとらわれない自由

な発想に基づく闊達な研究活動が必要不可欠である。

このような研究環境を実現するため、本研究拠点にお

いては以下の６項目について積極的かつ大胆な取り

組みを行う。 

[１]．高い研究ピ－クのある環境で学際的視野の広い

若手研究者を育成 

学際性豊かな研究環境の中で、大学院生、ポスドク、

若手研究者に対し、高い研究ピ－クを持つ優れた研究

指導者の下で研究指導を行い、次代を担う研究・指導

リ－ダ－の育成を図る。具体的には、大学院において

は、院生は研究の進捗状況の定期的な報告会を集中セ

ミナ－や公開討論会を通して行い、計画的な研究指導

による学位論文の早期作成を積極的に進める。ポスド

クや若手研究者は積極的に大学院生の研究指導に関

与しつつ、独自の研究を発展させ、質の高い論文作成

のため、各グル－プを中心に公開討論会を頻繁に開催

し意見を交換する。このような具体的な施策を講ずる

ことによって、開かれた高度な教育環境を実現し、次

代を担う研究リ－ダ－の育成に努める。 

[２]．学際的協力体制の推進 

本研究拠点を形成する物性・分子工学専攻を中心と

した４専攻は、これまで、研究分野の発展や内容の変

化、進展に応じて連携大学院による学外研究者と学際

的協力体制を積極的に推進してきた長い実績がある。

他の研究機関と有機的な研究教育体制を組む連携大

学院方式は１０年前（平成４年）、筑波大学において

初めて導入されたものである。この実績を踏まえ、こ

れをさらに発展させ、本研究拠点の研究部門・研究コ

アと他の研究機関の研究グル－プが一体化した新し

い形態の連携大学院（つくば連携融合高等大学院構

想）の導入を、独立行政法人化に伴い検討中である（大

学院博士課程連携専攻は平成１６年度概算要求中で

ある）。この新構想では大学教官と他の研究機関の研

究者が複数で研究指導体制を共有することで、より有

機的で効率の高い研究教育活動を実現し、学際的な知

識や考え方を広い立場から教授することにより、大学

院生教育のより一層の学際的高度化を図る。 

[３]．国際的研究教育の確立 

本研究拠点における各研究部門・研究コアは、それ

ぞれ研究水準の高い国外の拠点と共同研究体制を組

んで実施される。このため、優れた外国人スタッフ、

ポスドク、大学院学生の交換・交流が常時行われるの

で本研究拠点の国際化は必然的である。このような国

際的視野の下での院生教育の一層の充実を目指すと

ともに、国際的な舞台での早期活躍を実現するため、

大学院生やポスドク、若手研究者の国際会議等での研

究発表の機会を積極的に推奨する。 

[４]．大学院生・ポスドクの研究環境の改善と成果の

還元 

本研究拠点において大学院生やポスドク、若手研究

者の果たす役割は極めて大きい。しかしながら、学生、

ポスドクにおいては生活的な保証が乏しいのが実情

である。各種奨学金制度の活用は従来からなされては

いるが、学費の高騰などから必ずしも十分でない。こ

のような貧弱な生活保障体制を抜本的に改善するた

め、必要度によって研究活動内容や成果等の実績に応

じて独自に支給する新たな奨学制度、ＲＡ制度、報奨

制度（各種のインセンティブ）を導入し、研究活動に

専念できる大学院教育制度を確立する。また、H１５

年度概算要求中の学際物質科学研究センタ－（大半が

２１世紀COE事業推進担当者）が実現されるなら、ポ

スドク研究員の高度な研究教育指導が可能になり、新

しい研究リ－ダ－の育成が大いに期待できる。 

[５]．企業との連携の強化 

大学における研究成果は速やかに産業界へと移行

し、デファクトスタンダ－ドを早期に獲得する必要が

ある。このため、これからの研究者にとって産業社会

との関係強化は重要である。起業活動の動機付けを促

し研究成果の早期社会還元の必要性を体得させるた

め、大学院におけるインターンシップの積極的活用を

図る。さらに、大学と企業を同時に活躍の場とする若

手研究リ－ダ－の育成を行う。 

[６]．新評価に基づく競争的研究教育環境の実現 

従来の大学院の教育は指導教官と大学院生の個別

の研究指導が主体であったが、本研究拠点においては

これを抜本的に改め、指導は研究コアのみならず研究

部門あるいは部門も超えて複数の教官や研究者によ

る公開の場における討論を中心に行い、より客観的な

評価を常時行う公開型の研究教育指導体制とする。こ

のような評価を大学院生、ポスドク、若手研究者でそ

れぞれ異なる指標を設けて実施し、研究成果の還元を

様々な形で実施する制度を導入し、大学院生、ポスド

ク、若手研究者の活力を最大限度引き出す。また、研

究部門・研究コアや本研究拠点に関する自己評価と外

部評価を国際レベルで定期的に行い自己啓発を促す。

評価に関しては外部機関を積極的に活用する。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体の目的

達成度 

本研究拠点はノーベル化学賞を育んだ筑波大学に

於ける学際物質科学の高いポテンシャルをさらに高

め、筑波研究学園都市の学際物質科学の中心となり、

研究学園都市内にある物質・材料科学の優れた研究機

関と一体となり、国際的な物質・材料科学に関する一

大研究拠点の形成を目指すものである。中間評価の提

言もこの点を指摘しており、このような視点から研究

戦略室を中心として、理学と工学の融合を図り、従来

の研究組織の枠組みや、研究機関の枠組みを超えた物

質・材料の総合的な学際物質科学の研究のための研究

組織体の形成に努力してきた。このような方向性は筑

波大学全体の方向性とも一致しており、平成16年度か

ら数理物質科学研究科では物質・材料工学専攻を（独

立行政法人）物質・材料研究機構に新設し、21世紀COE

プログラムの主要メンバーとして取り入れた。このよ

うに、独立行政法人の研究者を大学の教員と同等に位

置づけるこの仕組みは全国で始めての取り組みで有

り、画期的である。このような筑波大学の研究学園都

市に於ける物質・材料科学の中核的役割をさらに他の

研究機関に拡大する試みが現在積極的になされてお

り、このような取組に対して俯瞰的な視点から研究教

育活動を支える財政的な支援が強く望まれるところ

である。現状ではこのような財政基盤が貧弱であるが、

優れた人材が豊富であること、筑波研究学園都市の学

際物質科学の世界的研究教育拠点の形成という統一

的な意識形成がなされ、そのような拠点の研究・教育

の基盤が形成されたことはこの21世紀COEプログラム

の大きな成果である。長期的な視野に立った人材育成

プランが今後必要不可欠である。 

このように、本研究計画は筑波大学理工系の特質を

そのまま取り入れた内容であり、実施計画の内容と現

実との乖離はない。従って、当初の目的である筑波研

究学園都市における学際物質科学の研究・教育拠点の

形成という観点から、研究戦略室を中心として、想定

通り、またはそれ以上の成果を上げることができたと

考えられる。 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

 本研究プログラムでは理学系と工学系の物質・材料

系から成る数理物質科学研究科の４専攻（平成１６年

度から物質・材料工学専攻を加え５専攻となる）全体

の緊密な協力の下で実施された画期的なプログラム

である。理学と工学が完全に融合し、３研究部門、６

研究コアを形成し、その中で研究と教育の両面を融合

状態で実施するものである。例えば、当初から実施し

てきた大学院生の研究発表の場として、通常の研究報

告のための研究発表会や、国際シンポジウム等に加え

て、「ヤングパワーによる学際融合研究発表会」を年

3回研究戦略室の主導で行った。初年度は日本語によ

る発表であったが、２年目から英語の発表に切り替え

た結果、４年目には半数以上の学生は国際会議での発

表が十分可能な英語の発表レベルに到達しているこ

とが明らかになった。これは極めて顕著な成果である。

また、ＲＡ経費、および自発的研究活動支援経費を支

給した。これは、年度初めに若手研究者やポスドク、

大学院生よりテーマを募集し、優れた研究を研究戦略

室で選考し、実施した。このことにより、学生の研究

意欲に大きな向上が見られた。 

 また、研究戦略室主導の下に、ＣＯＥ研究員を世界

的な公募により常時１０名程度雇用し、若手研究者の

育成のために貢献した。終了後、国内に就職したもの

もいるが、本国へ帰国し研究者として活躍しているも

のも多い。このような人的資源の流動性が国際的な研

究拠点形成に大変重要であり、今後、さらにこのよう

な国際的な交流を強化して行く。 

3)研究活動面での新たな分野の創成と、学術的知見等 

 事業推進担当者は、それぞれの専攻から研究・教育

業績の評価によって選出した。この２１世紀ＣＯＥ研

究期間に於いても多くの優れた研究成果を挙げてい

る。とりわけ、関口章教授はこれまで存在しないと考

えられていたSiの３重結合を持つ化合物の合成に成

功し世界的な成果として脚光を浴びた。この成果は化

学の常識を破る画期的な成果である。この業績により

２００４年、フンボルト賞を、２００６年にはアメリ

カ化学会よりキッピング賞を受賞した。また、赤阪健

教授は金属内包フラーレン化合物の合成に成功し、そ

れが磁性を持つことを発見し、フラーレンを修飾する

ことによって様々な機能を持つ新しい炭素系材料の

合成への道を開拓した。重川秀実教授はＳＰＭ（走査

型探針顕微鏡）を、レーザー光を用いて高時間分解ス

ペクトルの測定が可能となる装置の開発を行い、表面

原子の化学反応や触媒現象を原子レベルで解明する

ことを可能にする基礎技術を開発した。これは、物質

表面化学に於いてダイナミックスを知る上で画期的

な成果である。門脇和男教授は高温超伝導体の極めて

高品質な単結晶を育成し、その結晶が持つ固有ジョセ

フソン接合を用いればテラヘルツ（1 THz=1012 サイク
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ル/秒）帯の電磁波の放射が得られることを実証した。

多くの分子はTHz帯にその振動周波数帯があり、物性

物理学のみ成らず、化学、分析化学、薬学、セキュリ

ティ、環境問題、医療、診断、通信など、極めて広範

な分野で利用することができ、大変期待されている分

野である。THz帯はきわめて重要な未開拓の分野であ

る。この理由は適当な光源がなかったことにあり、固

有ジョセフソン接合を用いた発振は連続であり、強力

かつ周波数可変で、量子効果によるため効率が極めて

高いので大変有望視されている。 

このほか、多くの研究成果が有り、みな国際的に高

く評価できる第一級の研究成果である。個別の研究成

果については各論文等を参照していただきたい。 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

 数理物質科学研究科は筑波大学の大学院重点化と

ともに、旧来の理学系の数学、化学、物理学の１専攻

１研究科を廃止し、また、工学系の物質・材料系の２

専攻である物性・分子工学専攻（旧物質工学専攻）、

電子・物理工学専攻（物理工学専攻）が融合合体した

学際的融合領域の研究と教育を目ざし、平成１２年度

新設された。この新設に伴い、特に工学系２専攻では

ほぼ半数の教員が専攻間で移動した。また、物質創成

先端科学専攻が新たに増設され、各専攻から新進気鋭

の教員が集まり、６専攻から構成された。このような

経緯があり、平成14年度、２１世紀ＣＯＥプログラム

の応募時点で、既に、専攻や研究分野間の境界が従来

とは比較にならないほど低く、従って、本２１世紀Ｃ

ＯＥプログラム「未来型機能を創出する学際物質科学

の推進」という課題が自然発生的に形成されたという

経緯がある。特に、新材料を中心とした「学際融合研

究」という目標設定を極めてスムースに構築すること

ができたことは他の２１世紀ＣＯＥプログラムと比

較しても特筆すべき点と考える。研究実施計画で、既

述したように、本２１世紀ＣＯＥプログラムの核心は、

まさに分野の垣根を越え、「新しい学際物質科学」の

世界的拠点形成を目指す研究・教育を実施する体制の

構築にある。これも、他の２１世紀ＣＯＥプログラム

にはない先進的な特徴である。研究・教育面に於いて

も、21世紀COEの研究発表会など完全に融合して実施

された。このように、研究者間の連帯感の伴った緊密

な連携関係を築くことができた。 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

 大学院生の教育に関して、従来から我が国の若手研

究者の発表能力が低いとされてきた。特に、英語の発

表力が低く、研究のレベルは高いにもかかわらず、コ

ミュニケーションが取れず理解してもらえないとい

う事情が長い間あった。本２１世紀ＣＯＥプログラム

ではこの点を抜本的に解消する為、「ヤングパワーに

よる学際研究発表会」を年３回主催し、若手研究者や

ポスドク、大学院生の発表を英語で実施した。その結

果、４年目頃から急にその成果が現れ始め、最終年度

に於いては半数近い多くの大学院生は国際会議など

で十分通用する英語力を身につけるまでに成長した。

これは、特筆すべき成果である。今後もこのような取

り組みを継続実施すべきである。 

 研究面に於いては学際融合分野に於いて突出した

優れた研究成果が数多くなされ、学術の発展に多大な

貢献をした。世界的な研究拠点と密接な研究協力を築

きながら人材の交流、研究成果の公表など積極的に行

った。とくに、研究者、教員の論文数、大学院生の論

文数が激増した（図１参照）事は特筆に値する。 

大学院生の論文発表件数の推移
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大学院生の国際会議発表件数の推移
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図１．大学院生の論文発表件数と国際会議に於ける発表件数 

 国際的な共同研究も様々なプログラムと共同で実

施することでさらに加速した。例えば、日本学術振興

会による「先端研究拠点事業」（国際戦略型）と共同

で国際共同研究を、ヨーロッパ９主要国２０研究機関、

アメリカ合衆国１１研究機関、日本国内の１５研究拠

点との間で実施し、この国際共同研究は現在も継続し

ている。 

6)国内外に向けた情報発信 

 毎年、国際シンポジウム“International Symposium 
on Future Oriented Interdisciplinary Materials Science 
(FIMS)”を開催し、２１世紀ＣＯＥプログラムの成果

を、国際会議を通して世界に発信してきた。国際会議

の内容はＤＶＤに記録し、保管するとともに関係者、

関係諸機関へ配布している。 

研究成果の公表については、論文数の激増に関して

は先に述べたが、国際会議の発表件数に於いても倍増

した。特に、若手研究者や大学院生の国際会議での発
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表が大幅に増加し、それが論文数を押し上げているこ

とに寄与しており、これは大きな成果である。また、

２１世紀ＣＯＥプログラムの特集号を、出版社

Elsevier より Science and Technology of Advanced 
Materials, vol. 6 (No. 6), (2005, September) 549-688.とし

て出版した。そのほか、２１世紀COEプログラムの研

究成果として事業推進担当者によって執筆された「未

来の夢を作る材料科学－筑波大学の新たな取り組み

－」を出版予定である。 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形成のた

め効果的に使用されたか） 

 ２１世紀ＣＯＥプログラムの補助金は研究戦略室

で協議し、独自にその使用法を決定した。使途として

は大学院生のＲＡ経費やポスドクの雇用費などの人

件費に主に使用した（５年間平均で人件費は総額の４

４．２％）。また若手研究者育成のため、大学院生な

どの自発的研究活動に必要な経費、国際研究集会など

の旅費、国際シンポジウム開催費などに主に使用した。

使用状況を費目別に１００分率で図２に示す。 

２１世紀ＣＯＥプログラムのポスドクは全世界か

ら公募によって募集し、通年１０名程度を採用した。

学際物質科学の研究では最新の実験設備が必要不可

欠であることから、「学際ナノ物質創成・分析室」を

設置し、２１世紀ＣＯＥプログラム関係者を中心とし

て大型設備を共有化し、高額な設備投資費を大胆かつ

大幅に節約する取り組みを実施した。最先端の大型設

備はその設備整備やメインテナンスに高額の費用が

かかるが、そのような費用は設備自身には含まれない

ことから装置の最高性能を維持するためのメインテ

ナンスが極めて困難な状況にある。受益者負担では到

底まかなえない状況にあるので、この問題を早急に解

決していかなければならない。 

②今後の展望 

 ２１世紀ＣＯＥプログラムで実施されてきた理学

と工学の融合による学際物質科学の推進によって、筑

波研究学園都市の優れた研究機関を巻き込んで、世界

的な一大研究拠点となる基盤が整ったと考えられる。

また、筑波研究学園都市内の他の研究機関に於いても

筑波大学を中心として学術の拠点形成を行う機運が

芽生え、その期待が大きくなっている。例えば、数理

物質科学研究科で平成１６年度から実施している物

質・材料研究機構との間の連係専攻、物質・材料工学

専攻は、物質・材料研究機構の研究者が筑波大学数理

物質科学研究科の正式な教員となる事を可能にした

我が国初めての制度であり、画期的である。この連係

大学院への大学院生の進学希望も多いため、この方式

を平成１９年度からさらに拡大し、教員数を倍増した。

このような筑波研究学園都市の研究機関では筑波大

学と連係し学際的な共同研究・教育体制を構築しよう

とする機運が高まっており、この機を損なうことなく、

次の段階へ移行することが望ましい。筑波大学におい

てはこの制度を他の研究機関に積極的に拡張しよう

としており、これによって筑波研究学園都市内の学際

融合が一層促進されることが期待される。 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内外に与

えた影響度） 

 このような２１世紀ＣＯＥプログラムの取組は、従

来、研究科や専攻という組織的な枠組みにとらわれて

いた教育研究の方法を一新し、研究戦略室という新た

な組織によって合目的型へ変更したことにその重要

性がある。すなわち、学術の発展様式を分析し、その

理想的な形態を構図化し、それを実現するための人材

が一同に集合し、新材料開発、新物質、新物性の発見

に向け、あらゆる可能性の追求を多角的に行う組織体

を形成できたことである。このような合目的な組織体

を柔軟に運用していく可能性を様々な角度から追求

し、それが現実として可能であることを実証した事は

今後、我が国の学術研究体制のあり方に重要な貢献を

なしたと考えられる。このような方式と従来の研究科

専攻としての縦割り構造を柔軟に使い分けることが

理想的であると考える。 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ ５年間

その他

事業推進費

人件費

旅費

設備備品

図２．平成１４年度から１８年度の経費の使用状況 

 このように本２１世紀ＣＯＥプログラムの取組に

よって、筑波大学を中心として構築されてきた筑波研

究学園都市における学際融合科学の拠点は世界的な

見地から大変ユニークであり、しかも、今後大きく発

展可能な多くの要因を有しており、我が国を代表する

学際物質科学の重要な研究機関であると確信する。 
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機 関 名 筑波大学 拠点番号 Ｂ０３ 

拠点のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称 未来型機能を創出する学際物質科学の推進 

１．研究活動実績 

①この拠点形成計画に関連した主な発表論文名・著書名【公表】 
 ・事業推進担当者（拠点リーダーを含む）が事業実施期間中に既に発表したこの拠点形成計画に関連した主な論文等 

〔著書、公刊論文、学術雑誌、その他当該プログラムにおいて公刊したもの〕） 
・本拠点形成計画の成果で、ディスカッション・ペーパー、Ｗｅｂ等の形式で公開されているものなど速報性のあるもの 
※著者名（全員）、論文名、著書名、学会誌名、巻(号)、最初と最後の頁、発表年（西暦）の順に記入 

    波下線（   ）：拠点からコピーが提出されている論文 

下線（   ）：拠点を形成する専攻等に所属し、拠点の研究活動に参加している博士課程後期学生 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

 

１．会議の名称：The first International Symposium on “Future-Oriented Interdisciplinary Materials Science(FIMS)” 
開催時期：2003年2月28日～3月1日 
開催場所：筑波国際会議場エポカル 
参加者数：352名（内外国人参加者 30名） 
主な招待講演者：飯島澄男（名城大学）、外村彰(日立製作所）、Y. Rubin (UCLA)、F. Trager (Kassel University)、
他8名 
 

２．会議の名称： Joint Meeting of the 2nd International Symposium on “Future-Oriented Interdisciplinary Materials 
Science(FIMS)” and the 1st International Tsukuba Symposium on “Nanoscience” 
開催時期：2003年11月17日～18日 
開催場所：筑波国際会議場エポカル 
参加者数：205名（内外国人参加者数 27名） 
主な招待講演者：井上明久（東北大学金属材料研究所所長）、G. Christou (Univ. Florida)、M. Parrinello (ETH Zurich)、
V. Moshchalkov (Luven University)、その他5名 
 

３．会議の名称：Joint Meeting of 3rd International Symposium on “Future-Oriented Interdisciplinary Materials Science(FIMS)”, 
2nd International Tsukuba-Symposium on “Nano-Science”, International Symposium on JSPS Core-to-Core Integrated Action 
Initiative “Nanoscience and Engineering in Superconductivity”, and the 4th International Symposium on “Intrinsic Josephson 
Effect and Plasma Oscillation in High-Tc Superconductors” 
開催時期：2004年11月23日～28日 
開催場所：筑波国際会議場エポカル 
参加者数：385名（内外国人参加者数 46名） 
主な招待講演者：櫻井秀樹（東北大学名誉教授） 
A. Hirsch (University Erlangen)、R. Wordenweber (Research Centre Julich)、W. Kwok (Argonne National Laboratory)、そ

の他28名 
 

４．会議の名称：Dr. Alexei A. Abrikosov Memorial Lectures and Panel Discussion “Abrikosov and his Era” 
開催期間：2005年10月13日～14日 
開催場所：筑波大学大学会館ホール、大学会館国際会議室、 
参加者数：750名（内外国人参加者数 58名） 
主な招待講演者：A. Abrikosov (Argonne National Laboratory)、A. Buzdin (University of Bordeaux)、外村彰（日立製作

所）、立木昌（東北大学名誉教授）、田中昭二（国際超電導産業技術研究センター超伝導工学研究所所長）、ほか

4名 
 

５．会議の名称：4th International Symposium on “Future-Oriented Interdisciplinary Materials Science” 
開催時期：2007年3月12日～23日、 
開催場所：筑波国際会議場エポカル、 
参加者数：153名（内外国人参加者数 10名）、 
主な招待講演者：大泊巌（早稲田大学ナノテクノロジー研究所所長）、E. Tiekink(University of Texas at San Antonio)、
N. F. Pedersen(Technical University of Denmark)、その他3名 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

む）、実施時期、具体的内容 含 
若手研究者の研究発表力を向上させるため、本21世紀ＣＯＥプログラム研究戦略室が主導し、21世紀ＣＯＥプログラ

ム研究発表会「ヤングパワーによる学際融合研究」発表会を毎年3回開催した。これは博士課程の学生全員、ポスドク、

若手研究員を対象とし、発表者にはアブストラクト1ページを2週間前に提出させ、それを事前にホームページ上で公開

し、内容の理解を促すようにした。当初は日本語で実施していたが、2年目からアブストラクトも発表も英語で実施し

た。その結果、最終年度になるとほぼ半数以上の学生、特に、博士課程3年次生における英語の発表力の向上が顕著に

見られ、国際会議等での発表が十分可能なレベルに達していることがわかった。また、発表を全員で審査し、優れた発

表者のうち上位3名を毎回表彰した。 

若手研究者の教育を強化するため、数理物質科学研究科においては当初から「数理物質科学研究科コロキウム」を開

設してきた。これは学際的な教育を主眼とした研究科の全大学院生を対象とした共通科目(通年で2単位)である。これ

に加えて平成17年度からは、21世紀ＣＯＥプログラムの事業推進担当者による「学際物質科学特別講義」を開設した。

これは大学院の教育の学際性をさらに高めるため、21世紀ＣＯＥプログラムの事業推進担当教員が最先端の研究内容を

わかりやすく解説する共通選択科目（2単位）である。この他、数理物質科学研究科では研究科共通科目として、ベン

チャービジネス論（2単位）、プレゼンテーション・科学英語技法、企業と技術者の倫理など、社会人としての教育も

新たな取組として行っている。このような取組によって、ややもすると大学院生は、大学院で研究を開始すると内容の

専門性が強くなり、視点や視野が狭くなる弊害に陥るきらいがあるが、それを避けるため、幅広く、機動力のある柔軟

な思考法が取れるよう、教育上の配慮をしたものである。また、これは中間評価に於ける指摘事項である大学院の博士

課程の教育の強化に対する取組の1つでもある。 

これと並行して、大学院数理物質科学研究科ではカリキュラムを抜本的に見直し、新たな視点から系統的かつ幅広く

学習できるよう考慮し、授業内容に踏み込んで再編をおこなった。特に、外国人留学生に配慮し、講義内容はすべての

科目で、英語で対応出来る体制を整えた。研究科内の授業科目の専攻内における制約を可能な限り外し、自由化した。

また、社会人に配慮し、対応する科目を設けた。ファカルティデベロップメントを強化し、大学院生の授業評価を採り

入れるなど、授業内容の質の向上に努力した。 

大学院教育の重点支援策として、ＲＡ制度を活用し、大学院生を積極的に教育研究に参画させた。毎年、年度初めに

教育研究計画書を提出させ、優れた提案や取組を研究戦略室で選考した。特に優れたものに対しては提案説明の機会を

与えた。その結果、ほぼ半数の博士課程学生をＲＡ制度に採用した。また、平成18年度からは若手研究者や大学院博士

課程研究者に対し、科学研究費補助金の書式と類似の書式により研究テーマを公募し、研究戦略室で審査を行い、優秀

な提案10件に対して自発的研究支援経費として研究費を配分した。このような取組によって、大学院生の研究に対する

意欲が大きく向上し、競争意識が大いに高まった。 

本21世紀ＣＯＥプログラムでは毎年、国際シンポジウムを開催してきた。この国際シンポジウムは21世紀ＣＯＥプロ

グラムに於ける研究成果の公表は勿論のこと、大学院生や若手研究者の交流の場を作り、互いの研究意欲の向上を図る

ことがもう一つの重要な目的である。従って、十分な時間を取り、若手研究者や大学院生全員に、英語でのポスター発

表の機会を与えた。この試みは大変好評であった。また、招待講演者に評価を御願いし、ポスターアワードを3名に授

与した。 

この成功をうけて、日本学術振興会の先端研究拠点事業「国際戦略型」で行われている「若手対象ワークショップ」

と合同で「ナノサイエンスと超伝導に関する国際若手セミナー」を、平成18年11月24日－26日、静岡県熱川で実施した。

これは全国的な規模で大学院生の参加者を募集し、セミナーとポスター研究発表をおこなうものであり、大変好評で、

今後も継続予定である。 

また、ポスドクや大学院生等の若手研究者の国際会議やその他の国際研究集会などでの研究発表への参加を奨励し、

旅費等を支援した。その結果、若手研究者の国際会議での発表件数が大幅に増加し、口頭発表もなされている。 

この他、数理物質科学研究科に於いてはこの間、大学院カリキュラムの抜本的な改革を行い、新しい学問体系に応じ

た履修科目の整理や、講義内容の評価の導入、シラバスの充実などを実施し、ファカルティデベロップメントにも力を

入れてきた。また、殆どの科目を英語対応に改め、外国人留学生や研究生への対応を充実すると同時に、英語での講義

も実施している。 

2005年10月13日～14日、2003年ノーベル物理学賞を受賞したアレクセイ・アブリコソフ博士を筑波大学に招聘し、筑

波大学名誉博士号の授与と記念講演会、記念懇談会「アブリコソフとその時代」を、日本学術振興会外国人著名研究者

招聘事業と協賛で開催し、数理物質科学研究科の教育の一環として採り入れた。記念講演会では、アブリコソフ博士の

講演に引き続き、外村彰博士（日立製作所）、A. Buzdin教授(University of Bordeaux)、立木昌博士（東北大学名誉

教授）、田中昭二博士（財団法人国際超電導産業技術研究センター超伝導工学研究所所長）の招待講演が行われ、750

名以上の聴衆が集まり、大盛況であった。 
 



機関名： 筑波大学  拠点番号： Ｂ０３    ２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果  （総括評価） 設定された目的はある程度達成された （コメント） 設定された目標はある程度達成できたものの、つくばという地の利を十分生かして世界最高の水準の研究教育拠点を形成するという面からは、今後の更なる努力が望まれる。  本プログラムは、つくばに集中している先端的な研究機関とのコラボレ—ションによって新しい物質・材料科学研究拠点として新しい「智」の中心となるという高邁な理想に基づくものであり、この取り組みに大いに期待が持たれたところであるが、高度な教育機関としての筑波大学が先端研究を遂行している近接する研究機関を取り込んで学生や若い研究者を派遣したり、また研究機関から優れた研究者を招くなど、積極的に指導力を発揮する面での取り組みが十分には見られない。  個々には優れた研究成果も出されてきたことは評価できるが、このＣＯＥプログラムが研究を一体的に進め、その結果、大きな成果を得たというまでには至っていない。 ＣＯＥプログラム以後、大学院生をはじめ、若手論文発表数が約３倍弱、国際会議発表件数も２倍強増加するなど、人材育成面における成果がでたことは評価できる。プログラム経費の使途についても、人材育成に重点が置かれるよう改善されており、この点も評価できる。しかしながら、このプログラムが目指す世界的研究教育拠点の形成の面から見ると、今後、一段高い世界に通ずる若手の育成を目指す努力を是非続けていただきたい。  また、大学としては、この２１世紀ＣＯＥプログラムでの成果を生かし、このプログラムの発展型として、つくば地区の研究教育機関との連携を充実し、真に先端研究センターとしての役割を担い、新しい優秀な若い研究者の育成に力を注いでいただきたい。 

 



機関名： 筑波大学  拠点番号： Ｂ０３   
事後評価結果に対する意見申立て及び対応について  意見申立ての内容 意見申立てに対する対応 【申立て箇所】 第１パラグラフ、第１行目「設定された目標はある程度達成できたものの、つくばという地の利を十分…」  【意見及び理由】 事業結果報告書（P4左下から12行目、P5左上から17行目、及びP7右上から9行目など）の記載の通り、平成16年度から物質・材料研究機構に我が国でははじめての連係大学院専攻、物質・材料工学専攻を設置し、筑波大学の大学院生の受け入れを既存の大学院と同等に可能とする体制を整えた。それにより筑波大学教員及び独法研究機関の研究員と一体感が生まれ、その後の連携した研究活動の原動力となった。このように成果が上がりつつあることから、第１パラグラフ、第１行目を「設定された目標はほぼ達成できたものの、つくばという地の利を十分…」と訂正していただきたい 

【対応】 原文のままとする。    【理由】  申立てにおいて示された成果のみではなく、評価項目全体を通じた総評を述べているものであることから、修正しない。   
【申立て箇所】 第2パラグラフ、第5行目「…積極的に指導力を発揮する面での取り組みが十分には見られない。」  【意見及び理由】 事業結果報告書（P4左下から12行目、P5左上から17行目、及びP7右上から9行目など）の記載の通り、平成16年度から物質・材料研究機構に我が国でははじめての連係大学院専攻、物質・材料工学専攻を設置し、筑波大学の大学院生の受け入れを既存の大学院と同等に可能とする体制を整えた。それにより筑波大学教員及び独法研究機関の研究員と一体感が生まれ、その後の連携した研究活動の原動力となった。したがって、第2パラグラフ、第5行目を「…積極的に指導力を発揮してきているが、その成果が未だ十分とはいえない面も見られる。」と訂正していただきたい。 

【対応】 原文のままとする。   【理由】 申立てにおいて示された成果の他、貴学がその他の機関とどのような連携を図り、積極的に指導力を発揮したのかについて、事業報告書には十分に示されていないことから、修正しない。   
 


